
独立行政法人自動車事故対策機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成20年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

監事

２　役員の報酬等の支給状況

平成20年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,236 11,268 5,165 1,803 （特別地域手当） ＊

千円 千円 千円 千円

15,339 9,312 4,269
1,490

269
(特別地域手当)

（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

15,142 9,312 4,269
1,490

72
(特別地域手当)

（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

5,098 2,610 2,071 418 (特別地域手当) 7月10日 ◇

千円 千円 千円 千円

9,271 6,702 1,319
1,072

178
(特別地域手当)

（通勤手当） 7月11日 ＊※

千円 千円 千円 千円

13,742 8,424 3,861
1,348

109
(特別地域手当)

（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

4,626 2,361 1,873
378
14

(特別地域手当)

（通勤手当） 7月10日 ＊※

千円 千円 千円 千円

8,437 6,063 1,193
970
212

(特別地域手当)

（通勤手当） 7月11日 ＊※

注１：「特別地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤している役員に支給するものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

D理事

B監事

法人の長

A監事

Ｃ監事

A理事

B理事

C理事

役員報酬は、国家公務員の給与及び民間企業の役員報酬等の水準を考慮しつつ、国土交
通省の独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果等を勘案することとしている。

特になし

特になし

特になし



３　役員の退職手当の支給状況（平成２０年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

2,193 2 1 H20.7.10 1.0（暫定) ＊※

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

事由を記入している。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

法人の長

法人での在職期間

該当者なし

理事

監事A 業績勘案率は平成２４年度
に最終決定

摘　　要

該当者なし



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２０年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

214 46.1 8,179 5,974 157 2,205
人 歳 千円 千円 千円 千円

214 46.1 8,179 5,974 157 2,205

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者無し

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者無し

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者無し

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者無し

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容
・勤務成績等に応じて支給

　（6月期：71/100～185/100、12月期：74.5/100～195/100）

俸給
・一定の期間を勤務した場合に職員の勤務成績に応じた昇給区分で昇給

・勤務成績が良好な職員のうち昇格基準に達した者の昇格

在外職員

うち賞与うち所定内人員

事務・技術

平均年齢
平成２０年度の年間給与額（平均）

総額
区分

非常勤職員

常勤職員

任期付職員

再任用職員

自動車事故対策機構就業規則に基づき職員給与規程を定めている。また、第２期中期目標として、①「簡素で効率的な政
府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）等に基づき、平成22年度末までに平成17年度
における額の5%以上を基本とする削減を着実に実施するとともに、役職員の給与に関し国家公務員の給与構造改革を踏ま
えた見直しを進める②さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）における国
家公務員の人件費改革を平成23年度まで継続する方針に基づき、総人件費の抑制・管理に努める。

独立行政法人通則法第６３条を遵守しつつ、社会一般的な情勢に適合させるために官民給与の正確な比較を
行っている国家公務員の人事院勧告に準拠して職員の給与水準を決定している。

職員の能力・実績をより適正に評価する仕組みを構築、昇給・昇格及び勤勉手当の支給に際して、職員の勤
務成績等を考慮することとしている。

国家公務員の給与構造改革等に準じて、地域手当の支給割合の改定を実施



②

  　　  注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

8 52.9 10,426 10,994 11,326 　

6 28.8 3,663 4,164 4,415

③

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

標準的

な職位
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

214 0 20 24 15 67 59 26 2 1

（割合） (0.0%) (9.3%) (11.2%) (7.0%) (31.3%) (27.6%) (12.1%) (0.9%) (0.5%)
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

　 35～24 36～29 43～36 58～38 59～49 59～46 　 　

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

　
4,113～
2,452

4,429～
3,110

5,594～
3,951

7,462～
5035

8,232～
5,707

8,535～
6,316 　 　

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

　
5,472～
3,395

6,113～
4,263

7,567～
5,562

9,957～
7,120

11,106～
8,140

12,044～
8,658 　 　

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

注）９級における該当者が１人、８級における該当者が２名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項につ
いて記載していない。

アシスタントマネー
ジャー

アシスタントマネー
ジャー

分布状況を示すグループ 人員

部長

人員

年齢（最高
～最低）

スタッフ スタッフ

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

平均平均年齢

本部マネージャー

 職級別在職状況等（平成２０年４月１日現在）（事務・技術職員）

本部スタッフ

部長

注）「本部マネージャー」は本部課長相当職、「本部スタッフ」は本部係員相当職である。

チーフ チーフ マネージャー

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳
0

25

50

75

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人千円



④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

65.4 68.3 66.9

％ ％ ％

査定支給分
（勤勉相当）（平均） 34.6 31.7 33.1

％ ％ ％

         最高～最低 ４２．７～３１．７　　 ４２．１～２９．１　　 ４２．３～３０．５　

％ ％ ％

65.6 68.2 66.9

％ ％ ％

査定支給分
（勤勉相当）（平均） 34.4 31.8 33.1

％ ％ ％

         最高～最低 ３９．９～３１．６　　 ３６．８～２８．８　　 ３６．９～３０．２　　

⑤

110.1

103.1

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

対国家公務員（行政職（一））

対他法人（事務・技術職員／研究職員）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２０年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 110.3

参考 学歴勘案　　　　 　　108.1

地域・学歴勘案　　　109.3

給与水準の適切
性の検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　７７．９％
（国からの財政支出額　11,710,304千円、支出予算の総額　15,037,276千円（平成20年度予
算））

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】　１９．２％
（給与、報酬等支給総額　2,749百万円、支出総額　 14,301百万円（平成20年度決算））

項目 内容

【累積欠損額について】
累積欠損額　０円（平成19年度決算）

講ずる措置

① 平成22年度に見込まれる対国家公務員指数
 　（年齢勘案）106．5　（年齢・地域・学歴勘案）104.6

② ①のための具体的な改善策
・人件費について、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」
（平成18年法律第47号）等に基づき、平成22年度末までに平成17年度比で5%以上の削減を行
うこと等を踏まえ、平成21年度中に、全職員の俸給月額を５％程度引き下げる。
・ 管理職の一般職への振替を含め機構全体の管理職の配置について見直しを行い、平成20
年度に平成18年度比で10%以上に相当する管理職（194人中23人）の削減を実施したところで
あるが、引き続き、管理職の配置の見直し及び管理職の削減について検討する。
・国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進める。

③ 給与水準是正の目標水準と達成期限
・①のとおりとする
   （対国家公務員指数　（年齢勘案）106．5、（年齢・地域・学歴勘案）104.6）
・平成22年度に達成見込み

指数の状況

対国家公務員　110.1

国に比べて給与
水準が高くなって
いる定量的な
理由

１．業務の実施に当たっては、全国同一水準の機会を確実に提供し、サービス受給者との時間
的・距離的な隔たりを小さくすることが必要との理念のもと、全国に５０支所（うち９主管支所）を
設置しており、各支所に総括的な管理職員を配置している。

   【管理職割合】 （機構）45.8%　　　（国家公務員）13.9%
     　　　　　　　　　平成20年度対国指数対象職員　214人（A)
                            　                うち管理職員数　 98人（B)
                                                         　(B）/（A）＝0.4579

２．職員採用に当たっては、業務遂行上、高度な知見、専門性を必要とすることから、大学卒業
者の割合が高いこと。

    【大卒者割合】 （機構）63.1%　（国家公務員）49.1%
     　　　　           平成20年度対国指数対象職員　214人（A)
                                               　　　うち大卒者　135人（B)
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(B）/（A）＝0.6308

（注）国家公務員における数値は、人事院が公表している「平成20年国家公務員給与等実態
調査」中、行政職俸給表（一）適用職員（管理職割合は６級以上）に係るデータに基づいたもの
である。



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成20年

度）

前年度
（平成19年

度）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

１．給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の増減理由

ⅰ）給与、報酬等支給総額の対前年度比　-2.3%

　　国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しによる。

ⅱ）最広義人件費の対前年度比　-1.5%

　　給与、報酬等支給総額が対前年度比-2.3%、法定福利費が対前年度比-2.4%となったものの、退職手当支給額について

　　予見できない自己都合退職者が増加したことにより、対前年度比7.7%となったことを受け、最広義人件費全体としては

　　1.5%の減少となった。

２．「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革に関する法律」（平成18年法律第47号）及び行政改革の

　　重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人件費削減の取組の状況

ⅰ）中期目標

　　　人件費（退職手当等を除く。）については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

　　（平成18年法律第47号）等に基づき、平成22年度末までに平成17年度における額の5%以上を基本とする削減を着実に

　　実施するとともに、役職員の給与に関し国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しを進める。

　　　さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を

　　踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。

ⅱ）中期計画

　　　人件費（退職手当等を除く。）については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

　　（平成18年法律第47号）等に基づき、平成22年度末までに平成17年度比で5%以上の削減を行う。

　　また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しを進める。

　　　さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を

　　踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。

ⅲ）上記ⅱ）の進捗状況

　　　平成20年度の削減率　-5.5%

　　　　・基準年度（平成17年度）の給与、報酬等支給総額　2,909,116千円

　　　　・当年度（平成20年度）の給与、報酬等支給総額　2,749,250千円

　　　　・当年度までの人件費削減率（2,749,250-2,909,116）÷2,909,116×100＝-5.5

　　　　・当年度までの各年度の人件費削減率（補正値）

平成18年度　（（2,878,457-2,909,116）÷2,909,116×100）-0.0＝-1.1

平成19年度　（（2,813,191-2,909,116）÷2,909,116×100）-（0.0＋0.7）＝-4.0

平成20年度　（（2,749,250-2,909,116）÷2,909,116×100）-(0.0+0.7+0.0)＝-6.2

（△2.3%） － （　－　）

退職手当支給額
279,975 259,877 20,098 （ 7.7%） － （　－　）

給与、報酬等支給総
額

2,749,250 2,813,191 △ 63,941

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平
成19年度）からの増△減

非常勤役職員等給与
286,000 290,078 △ 4,078 （△1.4%） － （　－　）

福利厚生費
429,769 440,291 △ 10,522 （△2.4%） － （　－　）

最広義人件費
3,744,994 3,803,437 △ 58,443 （△1.5%） － （　－　）



基準年度
（平成17年

度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

2,909,116 2,878,457 2,813,191 2,749,250

△1.1% △3.3% △5.5%

△1.1% △4.0% △6.2%

Ⅳ 法人が必要と認める事項

　総人件費改革の取組状況

注）「人件費削減率(補正値）」とは、「行政改革の方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改
定分を除いた削減率である。

特になし

年　　　度

給与、報酬等支給総
額

（千円）

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正
値）（％）


